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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第２四半期連結
累計期間

第４期
第２四半期連結
会計期間

第３期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 276,921 191,777 326,199

経常損失(△）（千円） △85,181 △37,503△275,968

四半期（当期）純損失（△）（千円） △80,780 △36,089△266,770

純資産額（千円） － 413,695 482,463

総資産額（千円） － 552,359 512,384

１株当たり純資産額（円） － 4.18 5.51

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △1.32 △0.59 △4.36

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 46.3 65.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△87,136 － △192,425

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
51,014 － 205,832

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,200 － －

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 235,869 273,970

従業員数（人） － 26 13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容についての重要

な変更はありません。

　なお、商事事業では、理美容品関連商材の販路拡大及び商品調達面の協力などを行なうことを目的に、株式会社モー

ル・オブ・ティーヴィーと業務資本提携契約を締結し、新たに同社の株式の20％を取得しました。これに伴い、同事業

における関係会社が１社増加しました。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合

(％)
関係内容

 （持分法適用関連会社）

 株式会社モール・オブ・

ティーヴィー

 （注）１. ２

 東京都港区 874 商事事業 22  業務資本提携先

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

      ２．有価証券報告書提出会社であります。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 26 [1] 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を［　］外数で記載してお

ります。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 4 [-] 

（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

（1）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

教育事業（千円） 9,030

衛星放送事業（千円） 70,004

商事事業（千円） 111,024

その他（千円） 1,718

合計（千円） 191,777

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第２四半期連結会計期間
  （自　平成20年７月１日
  至　平成20年９月30日）

販売高（千円） 割合（％）

株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 39,765 20.7

 

（2）仕入実績

当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

教育事業（千円） －

衛星放送事業（千円） 68,053

商事事業（千円） 68,561

その他（千円） －

合計（千円） 136,614

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

        ２．金額は実際仕入価格によっております。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

業務提携契約

契約会社名 相手方の名称 契約品目
契約締結
日

契約内容 契約期間

ジェイ・エスコム

ホールディングス

株式会社

(当社)

株式会社モール・

オブ・ティー

ヴィー

理美容関連商材

ＴＶショッピング

放送枠

平成20年

７月31日

1.商品販路の拡大

2.商品調達の協力

3.人材交流

平成20年７月31日から

平成21年７月30日まで

以後１年毎の自動更新

（注）　上記の業務提携契約においては、株式の一部を取得する資本提携契約を同時に締結しております。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。また、当年度は四半期報告制度の導入初年度であるため、「（1）業績の状況」における前年同期比

較には、前年同期の参考数値を用いて記載しております。

（1）業績の状況

  当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の悪化や輸出及び生産の弱含みが見られるなど、景

気回復は足踏み状態が続きました。また、教育事業や衛星放送事業などの当社グループを取り巻く事業環境につきま

しても、企業の設備投資に慎重な姿勢が見られるなど、引き続き厳しい事業環境となりました。

　このような環境の下、当社グループの業績は、Ｍ＆Ａや業務提携による業態の拡大を行なうことにより、収益力の回

復に努めて参りました。ＴＶショッピング専門チャンネルの運営及び通信販売事業を営む株式会社モール・オブ・

ティーヴィーと業務資本提携契約を締結し、新たに同社株式を20％取得したことで持分法適用関連会社としたほか、

第１四半期において化粧品等の理美容品関連商材を取り扱う株式会社ウエルネスの全株式を取得し連結子会社とし

たことで前年同期と比較し大幅な増収となりました。また、販売費及び一般管理費の経費削減効果や持分法による投

資利益が寄与したことに伴い、当第２四半期連結会計期間の収益改善につながりました。　

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は191百万円（前年同期は84百万円）、営業損失は40百万円

（前年同期は67百万円の営業損失）、経常損失は37百万円（前年同期は68百万円の経常損失）、四半期純損失は36百

万円（前年同期は70百万円の四半期純損失）となりました。

　当第２四半期連結会計期間における当社グループの事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。

 ① 教育事業

　教育事業につきましては、進学塾との共同で当社グループが保有する衛星放送コンテンツの映像素材を利用した新

規教材の制作準備、私立学校の生徒募集のための販促物制作などの販売企画に関する営業活動の遅れを、企業向けコ

ンサルティングによる収益で補って参りました。その結果、教育事業の売上高は９百万円となりました。

 ② 衛星放送事業

　衛星放送事業につきましては、引き続きスカイパーフェクＴＶ！との共同による「無料モニターキャンペーン」を

実施し新規番組視聴者獲得を目指した活動を行なうことで堅調な業績を維持して参りました。その結果、衛星放送事

業の売上高は70百万円となりました。

 ③ 商事事業及びその他事業

　商事事業及びその他事業につきましては、理美容関連の消耗商材の継続的な販売を目指して営業活動を行ないまし

た。株式会社ウエルネスでは、既存の理美容店舗に対する消耗品商材営業の継続、新規取扱店舗の営業開拓を行なう一

方、当社グループの内部統制基準に適合する体制を整える必要があることから、稟議制度の導入、取引条件及び与信リ

スク管理、受発注業務の効率化を図るためのシステム化、社員教育など統制環境の整備を優先して参りました。そのた

め、予定通りに営業活動に注力する時間が十分に取れなかったものの、同事業の大幅な増収に寄与しました。また、在

外子会社では中国市場での新商材販売に向けた営業活動を行ないました。これらの結果、商事事業及びその他事業の

売上高は112百万円となりました。

 

（2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末は、流動資産379百万円（前年度末比12.5％減）、固定資産173百万円（同119.5％増）、

流動負債122百万円（同511.3％増）、固定負債16百万円（同66.3％増）、純資産合計413百万円（同14.3％減）とな

り、総資産は552百万円（同7.8％増）となりました。

　主な要因につきましては、株式会社ウエルネスが連結子会社に含まれたこと及び株式会社モール・オブ・ティー

ヴィーが持分法適用関連会社となったことによるものです。

 

（3）キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間は、税金等調整前四半期純損失が33百万円であったこと、仕入債務の減少29百万円などか

ら、営業活動によるキャッシュ・フローが△45百万円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローにつきまし

ては、短期貸付金残高の減少によるキャッシュ・フローの増加が155百万円ありましたが、投資有価証券の取得による

支出72百万円などにより85百万円となりました。財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入金の

返済による支出により△１百万円となりました。

　以上の要因によりまして、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は235百万円となりました。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 229,320,000

計 229,320,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,198,906 61,198,906ジャスダック証券取引所 －

計 61,198,906 61,198,906 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

  株式会社エスコムが旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　なお、同社は平成17年６月29日開催の第38回定時株主総会において、株式移転によりジェイ・エスコムホールディ

ングス株式会社（以下「当社」という。）の完全子会社となることを承認決議され、当社が新株予約権のかかる義

務を承継いたしました。また、平成18年12月25日開催の当社臨時株主総会において、新株予約権を行使することがで

きる期間を平成21年12月26日までとする、行使条件の一部変更が決議されております。　

①　平成14年12月９日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 16,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,500,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 44

新株予約権の行使期間
自　平成14年12月27日

至　平成21年12月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　  　　46

資本組入額　 　 23

新株予約権の行使の条件 定めない

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡する場合には当社取締役会の承認を条件とする

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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 株式移転後の当社が旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 ②　平成18年２月24日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 4,465

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,465,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成27年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　43

資本組入額　 　22 

新株予約権の行使の条件

①　当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは従

業員として新株予約権の割当を受けた者は、権利行使

時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査

役あるいは従業員の地位にあること、また、当社または

当社関係会社の取引先・提携先あるいはこれらの関係

当事者として割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社関係会社の取引先・提携先あるい

はこれらの関係当事者としての地位にあることを要す

るものとする。

②　新株予約権の質入その他一切の処分は認めないもの

とする。

③　新株予約権者が死亡した場合は、取締役会の承認によ

り新株予約権者の相続人が行使することができる。

④　その他の行使条件については、取締役会決議に基づ

き、当社新株予約権割当の対象者との間で締結する

「新株予約権付与契約」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

 9/26



   当社が会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  ③　平成19年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 5,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 31

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月21日

至　平成29年７月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　31

資本組入額　　 16

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続

人による本新株予約権の相続を認めるものとする。

②　新株予約権の質入その他の処分は認めないものとす

る。

③　その他の行使条件は、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 　当該新株予約権の譲渡はできないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）

 （注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項

第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

 　　① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の　

数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再編

後払込金額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使できる期間

　当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生

日のうちいずれか遅い日から、当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の満了

日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、当該新株予

約権の募集事項の定めに準じて決定する。
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 　　⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

　当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日　
－ 61,198,906 － 875,196 － 436,864

 

（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 丁　廣鎮  横浜市中区 6,200 10.13

 インヴァスト証券株式会社  東京都港区西新橋１丁目６－２１ 3,234 5.28

 株式会社イー・プレイヤーズ  東京都港区赤坂６丁目１５－１１ 2,500 4.08

 ＪＩターゲットファンド２号  東京都港区西新橋１丁目１－３ 1,500 2.45

 株式会社大塚商会  東京都千代田区飯田橋２丁目１８－４ 1,500 2.45

 株式会社エリアクエスト  東京都新宿区新宿５丁目１７－５ 1,156 1.88

 たち川フード有限会社  東京都渋谷区広尾３丁目２－１３ 930 1.51

 ＪＩテクノロジーファンド  東京都港区西新橋１丁目１－３ 800 1.30

 株式会社テツカンパニー  水戸市泉町３丁目１－２７ 800 1.30

 佐久間　真里  東京都港区 650 1.06

計 － 19,270 31.48
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（６）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　61,197,000 61,197 －

単元未満株式 普通株式　　　 1,906 － －

発行済株式総数 61,198,906 － －

総株主の議決権 － 61,197 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が52,000株含まれております。また、　

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数52個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 24 25 47 39 29 23

最低（円） 19 19 23 25 20 18

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 235,869 273,970

受取手形及び売掛金 53,501 1,005

たな卸資産 31,558 898

短期貸付金 50,000 150,000

その他 10,580 9,771

貸倒引当金 △2,455 △2,227

流動資産合計 379,055 433,418

固定資産

有形固定資産 ※
 35,749

※
 26,676

無形固定資産

のれん 3,594 －

その他 4,851 642

無形固定資産合計 8,445 642

投資その他の資産

投資有価証券 76,367 －

差入保証金 51,105 50,251

その他 60,952 53,450

貸倒引当金 △59,315 △52,055

投資その他の資産合計 129,110 51,647

固定資産合計 173,304 78,966

資産合計 552,359 512,384

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 85,892 54

短期借入金 1,200 －

未払法人税等 9,174 4,534

賞与引当金 6,605 4,100

その他 19,263 11,289

流動負債合計 122,135 19,978

固定負債

その他 16,529 9,942

固定負債合計 16,529 9,942

負債合計 138,664 29,921
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,057,429 △976,648

自己株式 △61 △61

株主資本合計 254,569 335,350

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 1,410 1,972

評価・換算差額等合計 1,410 1,972

新株予約権 150,178 133,699

少数株主持分 7,537 11,441

純資産合計 413,695 482,463

負債純資産合計 552,359 512,384
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 276,921

売上原価 211,941

売上総利益 64,980

販売費及び一般管理費 ※
 155,531

営業損失（△） △90,551

営業外収益

受取利息 170

為替差益 672

持分法による投資利益 4,366

雑収入 217

営業外収益合計 5,426

営業外費用

その他 56

営業外費用合計 56

経常損失（△） △85,181

特別利益

前期損益修正益 1,236

投資有価証券償還益 2,815

貸倒引当金戻入額 3,741

特別利益合計 7,794

特別損失

商品廃棄損 1,623

貸倒引当金繰入額 47

特別損失合計 1,671

税金等調整前四半期純損失（△） △79,058

法人税、住民税及び事業税 5,385

法人税等合計 5,385

少数株主損失（△） △3,663

四半期純損失（△） △80,780
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 191,777

売上原価 140,842

売上総利益 50,935

販売費及び一般管理費 ※
 91,656

営業損失（△） △40,721

営業外収益

受取利息 166

持分法による投資利益 4,366

雑収入 206

営業外収益合計 4,739

営業外費用

為替差損 1,464

その他 56

経常損失（△） △37,503

特別利益

投資有価証券償還益 2,815

貸倒引当金戻入額 3,741

特別利益合計 6,557

特別損失

前期損益修正損 1,262

商品廃棄損 1,623

貸倒引当金繰入額 3

特別損失合計 2,889

税金等調整前四半期純損失（△） △33,835

法人税、住民税及び事業税 4,470

法人税等合計 4,470

少数株主損失（△） △2,217

四半期純損失（△） △36,089
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △79,058

減価償却費 1,056

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,519

賞与引当金の増減額（△は減少） △193

受取利息及び受取配当金 △170

株式報酬費用 16,478

持分法による投資損益（△は益） △4,366

売上債権の増減額（△は増加） 9,334

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,728

仕入債務の増減額（△は減少） △28,976

その他 △934

小計 △83,620

利息及び配当金の受取額 170

利息の支払額 △26

法人税等の支払額 △3,660

営業活動によるキャッシュ・フロー △87,136

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △242

投資有価証券の取得による支出 △72,000

投資有価証券の償還による収入 2,186

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

21,071

短期貸付金の増減額（△は増加） 100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 51,014

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △1,200

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,200

現金及び現金同等物に係る換算差額 △778

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △38,100

現金及び現金同等物の期首残高 273,970

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 235,869
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　当社グループは、当第２四半期連結累計期間において、連結営業キャッシュ・フローがマイナス87百万円となり、当第２

四半期連結累計期間に90百万円の連結営業損失を計上した結果、利益剰余金のマイナス（10億57百万円）を計上してお

ります。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じております。　

  四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、平成20年度の事業計画を策定し、当社グループに

おけるＭ＆Ａの成立を目指して参りました。当第２四半期連結累計期間において、平成20年５月27日付で株式会社ウエル

ネスの全株式を取得し連結子会社としたほか、平成20年８月１日付で株式会社モール・オブ・ティーヴィーの株式の一

部を取得し同社を持分法適用関連会社といたしました。また、衛星放送事業と教育事業の売上拡大、ビジネスモデルの構

築を進めることにより、営業収益確保をして参ります。商事事業では、中国市場という競合性の激しい市場で、利益の確保

に向けた新商材の営業活動をする傍ら、国内では、当社グループの内部統制基準へ適合させるための統制環境の整備を行

ないながら、理美容関連商材の販売による営業収益を確保して参ります。財務面におきましては、自己資本比率が46.3％

となり、当面の資金繰りについて支障はありませんが、今後も財務キャッシュ・フローの改善に努めて参ります。四半期

連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映し

ておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の

変更

(1）連結の範囲の変更

　　第１四半期連結会計期間より、株式会社ウエルネスの全株式を新たに取得したた

め、連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を第１四半期連結会計期間末

日としているため、当第２四半期連結会計期間より四半期損益計算書を連結してお

ります。

 (2）変更後の連結子会社の数

　　５社

２．持分法の適用に関する事項

の変更

(1）持分法適用関連会社の変更

　　当第２四半期連結会計期間より、株式会社モール・オブ・ティーヴィーは新たに株

式を取得したため、持分法適用の範囲に含めております。

 (2）変更後の持分法適用関連会社の数

　　１社

３．たな卸資産の評価に関する

会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日）を適用しております。評価基準につきましては、原価法か

ら原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

変更しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

　前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率の合理的な基準を使用して一般債

権の貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の算定方法 　実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方法に

より算定しております。また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明

らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行なう方法によってお

ります。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、20,446千円でありま

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、19,528千円でありま

す。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 20,731千円

給料・賞与 41,424 

賃借料 12,857 

株式報酬費用 16,478 

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 10,456千円

給料・賞与 27,846 

賃借料 6,439 

株式報酬費用 8,284 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 235,869

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 235,869
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 61,198,906株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  907株

 

３．新株予約権等に関する事項

(1）第１回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 16,500千株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 33,000千円

 

(2）第５回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 4,465千株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 77,773千円

 

(3）第６回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 5,000千株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 39,404千円

（注）第６回新株予約権は権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

22/26



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業 その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 9,03070,004111,0241,718191,777 － 191,777

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 9,03070,004111,0241,718191,777 － 191,777

営業利益（又は営業損失△） △15,830 503 △3,462△1,531△20,320△20,400△40,721

 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業  その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 18,090142,850111,3944,586276,921 － 276,921

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － － －

計 18,090142,850111,3944,586276,921 － 276,921

営業利益（又は営業損失△） △29,392 740△14,177△3,082△45,911△44,639△90,551

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品等

事業区分 事業内容

教育事業

 

 

中学校教材、高校受験教材、大学受験教材、小学校教材、学習塾教材、家庭教師用教材、小学生及

び中学生対象のインターネット学習システムの編集・制作・販売、教師向けセミナー、企業向

けコンサルティング

衛星放送事業 デジタル衛星放送による中学校教科書別学習講座の制作・放送

商事事業

 

事務用品の制作・販売、カタログ販売、文房具および事務機消耗品の通信販売事業、化粧品等

の販売

その他 貸付金による利息収入等のファイナンス事業

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

23/26



（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 4.18円 １株当たり純資産額 5.51円

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△1.32円

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△0.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △80,780 △36,089

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △80,780 △36,089

期中平均株式数（千株） 61,198 61,197

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

    該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月14日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ・

エスコムホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の

平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第２四半期連結累計期間にマイナス87百万円の連

結営業キャッシュ・フロー及び90百万円の連結営業損失を計上しており、利益剰余金がマイナス10億57百万円となっ

ている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当

該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影

響を四半期連結財務諸表には反映していない。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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